
平成２４年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容
平成24年2月23日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	(主要編)
１．持続可能な社会保障制度の構築
　・子ども・子育て新システム


	◆予算項目以外の状況
・H23.7.29　少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ」を決定
・H24.1.31　子ども・子育て新システム検討会議作業グループ基本制度ワーキングチームに「子ども・子育て新システムに関する基本制度とりまとめ（案）」を提示。今国会に関連法案を提出予定
	

	・障がい者自立支援制度
	◆予算項目以外の状況
・H23.8.30　「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ


	

	・介護保険制度
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○安定的な介護保険制度の運営　　　 （全）2兆3,925億円の内数

（(H23)2兆2,679億円の内数）


	（全）２兆4,033億円の内数
	

	
	◆予算要求以外の状況

○介護報酬の改定

・平成24年度から、介護職員の処遇改善の確保、地域包括ケアの推進等を踏まえ、1.2％の増額改定を実施予定
　　（基本的な視点）

　　　①地域包括ケアシステムの基盤強化、

　　　②医療と介護の役割分担・連携強化

　　　③認知症にふさわしいサービスの提供


	

	・後期高齢者医療制度及び国民健康保険制度
	◆予算項目以外の状況
・現在、高齢者医療制度の見直しと国保の財政基盤強化等に関して、「国と地方の協議の場」等において議論。平成24年以降に国会に関連法案提出予定。


	

	２．地方単独事業の国における制度化
・福祉医療助成事業の制度化及び国民健康保険の国庫負担金減額措置の廃止

	◆予算項目以外の状況
・制度化、減額措置廃止ともに対応されず。

	
	

	３．児童虐待対策の強化
・地域の実情の応じた職員配置基準の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省　

○虐待を受けた子ども等への支援　　　　　　　　（全）925億円

（(H23)858億円）

○児童相談所における体制の強化　　　　※（全）24.7億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業

（(H23)21.2億円の内数）


	（全）915億円

（全）21.7億円の内数


	

	・児童養護施設及び障がい児施設等の職員配置・設置基準の見直し
	◆概算要求の状況　

○社会的養護の充実　　　　　　　　　　　※（全）925億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」

（(H23)858億円の内数）


	（全）942億円の内数
≪一部重複≫
	

	
	◆予算項目以外の状況

・Ｈ23.6.17　児童福祉施設最低基準の一部改正


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（詳細編）

１　次世代育成に関する要望
１．子育て支援施策の充実

(１)次世代育成支援施策について


	◆予算項目以外の状況

○子ども・子育て新システムの構築【再掲】
・H23.7.29　少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ」を決定
・H24.1.31　子ども・子育て新システム検討会議作業グループ基本制度ワーキングチームに「子ども・子育て新システムに関する基本制度とりまとめ（案）」を提示。今国会に関連法案を提出予定


	

	(２)安心こども基金について
①事業実施期間の延長等

②保育所整備補助の充実

③ひとり親家庭への支援の拡充
	◆概算要求の状況　厚生労働省


	
	

	(３)保育分野の制度・規制改革について

①十分な準備期間の設定

②国と地方の役割分担

③義務付け・枠付けの改善

④その他の待機児童解消策
	◆予算項目以外の状況

○子ども・子育て新システムの構築【再掲】
・H23.7.29　少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ」を決定
・H24.1.31　子ども・子育て新システム検討会議作業グループ基本制度ワーキングチームに「子ども・子育て新システムに関する基本制度とりまとめ（案）」を提示。今国会に関連法案を提出予定
	

	(４)放課後児童健全育成事業の充実について

①放課後子どもプランの充実

②放課後児童給付(仮称)の制度設計


	◆概算要求の状況　厚生労働省　
○放課後児童対策の充実　　　　　　　　　　　　（全）339億円

（(Ｈ23)308億円）


	（全）308億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

○子ども・子育て新システムの構築　【再掲】
・H23.7.29　少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ」を決定
・H24.1.31　子ども・子育て新システム検討会議作業グループ基本制度ワーキングチームに「子ども・子育て新システムに関する基本制度とりまとめ（案）」を提示。今国会に関連法案を提出予定
	

	(５)子ども手当について

	◆概算要求の状況　厚生労働省　
○子どものための手当　　　　　　　　　　 （全）1兆3,416億円

　　　（(Ｈ23)1兆9,577億円）


	（全）1兆2,840億円


	

	２．児童家庭福祉施策の充実

(１)児童虐待対策の充実について

①児童相談所における人員体制の強化等

②市町村における相談体制の充実


	◆概算要求の状況　厚生労働省　
○虐待を受けた子ども等への支援【再掲】　　　 　（全）925億円
（(Ｈ23)858億円）

○児童相談所における体制の強化【再掲】※（全）24.7億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業

（(H23)21.2億円の内数）


	（全）915億円

（全）21.7億円の内数


	

	(２)児童福祉施設の運営体制・機能の強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省　

○社会的養護の充実【再掲】　　　　　　　※（全）925億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」

（(H23)858億円の内数）
	（全）942億円の内数

≪一部重複≫
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・Ｈ23.6.17　児童福祉施設最低基準の一部改正【再掲】
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	(３)措置に基づく都道府県と民間施設の関係等について
	◆予算項目以外の状況
・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。


	

	(４)母子家庭等自立支援対策の推進について

①児童扶養手当制度の運用

②母子家庭等就業支援施策のさらなる推進
	◆概算要求の状況　厚生労働省　　

○児童扶養手当  　　　　　　　　　　　　　　  （全）1,805億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （(Ｈ23)1,767億円）

○就業支援策の推進  　　　　　　　　　　 　（全）81億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（(Ｈ23)81億円の内数）


	（全）1,769億円

（全）８４.８億円の内数


	

	
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。

	

	２　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進

(１)障がい者福祉制度の充実について　

①新たな障がい者福祉制度の創設

②障がい者自立支援対策臨時特例基金事業の制度化
	◆概算要求の状況　厚生労働省　

　


	
	

	
	◆予算項目以外の状況
・H23.8.30　「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ【再掲】

	

	(２)支給決定手続きや基準の透明化、明確化について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害程度区分の調査・検証　　　　　　　　　　　   （全）１億円

（新規）

	　　　　　　
（全）１億円
	

	(３)地域生活支援事業について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】　　　（全）510億円

（(H23)445億円）


	　　　 （全）450億円
	

	(４)地域移行・地域生活のさらなる推進について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○良質な障害福祉サービスの確保【一部新規】　　　（全）7,247億円

（(H23)6,342億円）

○地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】　　  （全）510億円

（(H23)445億円）

○精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進　　　（全）3.3億円

（(H23)6.7億円）

○障害児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備【一部新規】　 （全）182億円

（(H23)108億円）




	（全）7,434億円

（全）450億円

　　　  　  （全）3.3億円

（全）117億円


	

	(５)障がい児支援施策の見直しについて
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害児の発達を支援するための給付費等の確保【一部新規】　

（全）533億円

（(H23)712億円）

○重症心身障害児者の地域生活モデル事業の実施　　（全）0.25億円

（新規）


	　　　

（全）566億円

（全）0.24億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	(６)発達障がい児者支援策の充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成等【一部新規】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全）4億円

（(H23)3.9億円）

○発達障害者の地域支援体制の確立 　　　　　　　　（全）2億円

（(H23)2億円）

○発達障害の早期支援 　　　　　　　　　　　　　（全）2.7億円

（(H23)1.6億円）


	（全）3.5億円

（全）2億円

（全）2.7億円
	

	(７)障がい者差別の解消に向けた法整備や虐待防止対策支援について 


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者虐待防止対策支援事業の推進　　　　　　　（全）4.8億円

（(H23)4.1億円）
	（全）4.2億円
	

	２．障がい者の就労支援の強化

(1)障がい福祉計画の目標達成に向けた就労支援の抜本的強化について

①就労移行支援事業の抜本的強化

②就労支援事業の仕組みの改善

③障害者就業・生活支援センターの体制の充実等

④就労継続支援A型の強化


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者就業・生活支援センター事業の推進（一部新規）　

（全）11億円

（(H23)10億円）
	　

（全）11億円
	

	(２)福祉的就労の充実・強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○「工賃向上計画」の着実な推進　　　　　　　　　　（全）5億円

（(H23)5億円）
	　　　　  　　（全）4億円
	

	(３)在宅就労に対する更なる支援について
	◆予算項目以外の状況
・H23.8.30　「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ【再掲】


	

	３　介護保険制度、高齢者福祉に関する要望

(１)介護保険制度の見直しについて

①第5期に向けた速やかな体制整備

②介護保険制度における低所得者対策の充実

③財政調整制度の改善

④要介護認定の事務のあり方

⑤介護サービス情報の公表制度の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○安定的な介護保険制度の運営　　　 （全）2兆3,925億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　（（H23）2兆2,679億円の内数）

○適切なサービス提供に向けた取り組みの支援

　・要介護認定の認定調査員への研修、社会福祉法人による低所得者への利用者負担軽減措置等の取組を支援　　　　　（全）147億円

（（H23）182億円）

○介護サービス情報の公表制度の着実な実施 　　　　（全）3.3億円

（（H23）0.28億円）


	（全）2兆4,033億円の内数

（全）137億円

（全）3.3億円


	

	(２)認知症高齢者施策の充実について

①医療との連携体制の構築

②認知症ケア人材の充実

③地域密着型サービスの普及


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域包括ケアの推進　　　　　　　　　　　　（全）43億円の内数

（（H23）28億円）

　・地域ケア多職種協働推進等事業　　　　　　　　（全）１０億円

（新規）

　・認知症の方の暮らしを守るための施策の推進　　 （全）31億円

（（H23）27億円）


	（全）38億円の内数

（全）7.7億円

（全）29億円

※介護基盤緊急整備等臨時特例基金の事業実施期限を平成24年度末まで延長
	

	(3)在宅高齢者福祉の推進について

①地域包括支援センターの充実

②老人クラブ活動助成について

	
	
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	(４)介護・福祉施設の整備推進について

①地域密着型サービス拠点の整備

②療養病床の再編成


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域での介護基盤の整備　　　　　　　　　 （全）91億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（(H23)63億円の内数）

・在宅医療・介護の推進（実施拠点となる基盤の整備）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全）35億円

（新規）

・都市型軽費老人ホーム等の整備【一部新規】　　（全）56億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（(H23)63億円）

１）転換整備単価の改善

　　130万円／床⇒170万円／床（創設の場合）

　　２）転換整備に必要な設備整備に要する経費（15万円／人）【新規】

○療養病床の転換の促進

・介護療養型医療施設の老人保健施設等への転換期限が６年間延長されたことを踏まえ、交付単価を改善し、転換を促進。

	（全）57億円の内数

※介護基盤緊急整備等臨時特例基金について、「在宅医療・介護の推進」をメニューに追加


	

	４　医療保険制度に関する要望
１．医療保険制度の抜本的改革と持続的かつ安定的な運営確保

(1)国民健康保険制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費 　（全）3兆4,422億円

（(Ｈ23)3兆4,006億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費　　　（全）3,264億円

（(H23)3,251億円）


	（全）3兆2,804億円
（全）3,222億円


	

	(２)後期高齢者医療制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○後期高齢者医療制度関係経費　　　　　   （全）4兆2,197億円

（(Ｈ23)3兆9,573億円）

《参　考》

現行高齢者医療制度の負担軽減措置について、平成24年度も継続実施
・被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続（均等割９割軽減）　　　　　　　　（(H23)　４次補正（全）231億円）

・所得の低い方の保険料軽減の継続（均等割9割、8.5割、所得割5割軽減）　　　　　　　（(H23)　４次補正（全）523億円）


	（全）4兆2,307億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・現在、高齢者医療制度の見直しと国保の財政基盤強化等に関して、「国と地方の協議の場」等において議論。平成24年以降に国会に関連法案提出予定。【再掲】

	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．福祉医療費助成事業の制度化等

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費【再掲】

（全）3兆4,422億円

（(Ｈ23)3兆4,006億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費【再掲】

（全）3,264億円

（(H23)3,251億円）
　※上記金額に、要望にかかる予算は含まれず


	（全）3兆2,804億円
（全）3,222億円

※上記金額に、要望にかかる予算は含まれず
	

	
	◆予算項目以外の状況

○福祉医療費助成制度の国制度化　　

・全自治体が単独事業として実施する事実上のナショナル・ミニマムであることから、国による制度化とともに、それまでの間必要な財政措置を要望してきたが、現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。

○国民健康保険国庫負担金減額措置の廃止

・合理的理由のない減額措置は直ちに廃止するよう要望したが、現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。


	

	５　その他福祉施策に関する要望

１．福祉・介護人材の確保、定着方策の抜本的強化

①福祉・介護職員の処遇改善

②福祉・介護の人材確保


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○福祉人材確保推進事業　　　　　　　　　※（全）230億円の内数

※セーフティネット支援対策等事業費補助金
（(H23)200億円の内数）


	（全）237億円の内数
	

	
	◆予算項目以外の状況

○福祉・介護職員処遇改善加算の創設を検討中

　　介護職員処遇改善交付金等を活用した補助事業から、介護報酬等による措置へと円滑に移行するため、経過的な取扱いとして創設。

　　・加算率は、介護職員処遇改善交付金等と同率。

　　・対象範囲及び算定要件は、介護職員処遇改善交付金等の対象範囲及び交付要件と同様の考え方となる予定。

	

	２．社会福祉施設、事業所に係る運営費、報酬単価等の地域区分の改善


	◆予算項目以外の状況
＜介護保険分野＞

・H24.4.1から、国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から７区分に見直される予定。ただし、平成24年度から26年度までは、府内市町村の意見を反映した激変緩和の経過措置を適用。

＜障がい福祉分野＞

・H24.4.1から４年間かけて、国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から７区分に見直され、最終的に介護保険分野と同一となる予定。

・H24.4.1から、旧美原町と堺市の他地域と差が解消される予定。

＜児童養護等措置分野＞

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．生活保護制度をはじめとするセーフティネットの再構築

①生活保護制度の見直し

②「第2のセーフティネット」の構築

③医療扶助の見直し

④日常生活自立支援事業の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○セーフティーネット支援対策等事業費補助金　

（全）230億円の内数

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （(Ｈ23)200億円の内数）


	（全）237億円の内数
	

	
	◆予算項目以外の状況

・「生活保護制度に関する国と地方の協議」中間とりまとめ（Ｈ23.12.12）において、①～③は引き続き検討を進める事項に整理。なお、②の一部については、「求職者支援法」施行（Ｈ23.10.1）により実現。

・「行政の役割分担の明確化と安定的な財源確保」及び「権利擁護事業全般について、評価・検討する場の設置」について提言したが、現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。


	

	４．ホームレスの自立支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省


	
	

	５．在日外国人無年金者の救済


	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
安心こども基金の積み増し


（(Ｈ23 ４次補正)（全）1,234億円（厚労省分））


事業実施期限の平成24年度末までの延長








安心こども基金の積み増し　【再掲】


（(Ｈ23 ４次補正)（全）1,234億円（厚労省分））


事業実施期限の平成24年度末までの延長








負担割合／国：地方＝2：1











安心こども基金の積み増し　【再掲】


（(Ｈ23 ４次補正)（全）1,234億円（厚労省分））


事業実施期限の平成24年度末までの延長








障害者自立支援対策臨時特例基金の積み増し


（(Ｈ23  4次補正)（全）11５億円）


事業実施期限を平成24年度末まで延長





障害者自立支援対策臨時特例基金の積み増し【再掲】


（(Ｈ23  4次補正)（全）115億円）


事業実施期限を平成24年度末まで延長





社会福祉施設整備等の追加財政措置


（(H23　４次補正)（全）３０億円）





○介護職員処遇改善臨時特例基金のうち施設開設準備等に係る事業


いずれも事業実施期限を平成24年度末まで延長





障害者自立支援対策臨時特例基金の積み増し【再掲】


（(Ｈ23  4次補正)（全）115億円）


事業実施期限を平成24年度末まで延長





「緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）」の積み増し　　　　　　　　（(Ｈ23  3次補正)（全）145億円）


（大阪府　16億円）


※即交付分8.8億円を含む


→貧困・困窮者のための「社会的包摂・「絆」再生事業」を実施　　　　


事業実施期限を平成2４年度末まで延長


※既交付分８．８億円を含む
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